
●平成16年度決算報告
●町職員の給与と職員数
●美浜発電所の状況
●議会ニュース
●確定申告・住民税申告のお知らせ 2006.2



区　分 歳入決算額(千円) 内　　容

町　　　税 2,924,420
町民税（個人・法人）、固定資産税、軽自
動車税など町に納められたお金

地方交付税 577,838
地方公共団体が一定の水準の業務ができるよ
う財政状況に応じて国から交付されたお金

国庫支出金 1,049,171
国が公益性を認め、その事業を実施するた
めに国から町へ交付されたお金

県 支 出 金 569,587
事業など特定の目的の財源として県から交
付されたお金

町　　　債 671,900 各種の事業を行うために町が借り入れたお金

そ　の　他 1,006,826

国が国税として徴収し、一定の基準によっ
て譲与される地方譲与税や、県が徴収した
税の一部が交付される地方消費税交付金の
ほか、皆さんが町に納めた分担金や負担金、
使用料等が含まれます。

合　　計 6,799,742

町税　43.0％

地方交付税
　　8.5％

町債　9.9％

国庫支出金
　15.4％

県支出金
　8.4％

その他　
14.8％
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平
成
16
年
度
の
町
の
一
般
会
計
、

特
別
会
計
の
決
算
が
ま
と
ま
り
、
12

月
９
日
か
ら
開
催
さ
れ
た
第
８
回
美

浜
町
議
会
定
例
会
で
承
認
さ
れ
ま
し

た
。
平
成
16
年
度
に
皆
さ
ん
か
ら
納

め
ら
れ
た
税
金
や
、
国
・
県
か
ら

入
っ
た
お
金
な
ど
が
町
の
た
め
に
ど

の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
を
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

　

今
回
の
決
算
の
規
模
は
、
歳
入
が

67
億
９
，
９
７
４
万
２
千
円
、
歳
出

が
63
億
８
，
１
１
４
万
４
千
円
で
し

た
。
前
年
度
と
比
較
す
る
と
、
歳
入

で
１
億
５
，
８
７
３
万
７
千
円
の
減

少(

対
前
年
度
比
２
・
３
％
減)

、
歳

出
で
は
２
億
７
，
６
９
４
万
２
千
円

の
減
少(

対
前
年
度
比 

４
・
２
％
減)

と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
決
算
規
模
の
減
少
要
因
と
し

て
、
歳
入
に
つ
い
て
は
、
基
金
の
繰

入
金
と
諸
収
入
の
受
託
事
業
収
入
が

な
か
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
、
歳

出
に
つ
い
て
は
、
大
規
模
な
建
設
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
や
基
金
積
立
金
が
な

か
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

決
算
規
模
は
平
成
７
年
度
以
降
10

年
間
で
歳
入
歳
出
と
も
に
最
小
の
決

算
規
模
と
な
り
ま
し
た
。

６７億９,９７４万２千円６７億９,９７４万２千円

歳　入歳　入 一般会計　
特別会計に属しないすべて
の歳入・歳出を経理する
会計のことを言います。

平
成
16
年
度
の
主
な
事
業

●
防
犯
街
路
灯
の

　

設
置

●
坂
尻
漁
港
の
整
備

●
町
道
佐
柿
・
郷
市
線
道
路
改
良
工
事

●
育
児
支
援
家
庭
訪
問　

な
ど

●
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

　

バ
ス
の
運
行

●
各
小
学
校
の

　

パ
ソ
コ
ン
整
備

●
は
あ
と
ふ
る
体
験

　

の
推
進

●
美
浜
南
小
学
校
の

　

改
修
工
事

●
生
涯
学
習
の
ま
ち

　

の
推
進



区　分 歳出決算額(千円) 内　　容

議　会　費 95,026 議会活動にかかる経費

総　務　費 1,018,959
自治振興、広報、戸籍、統計、選挙など
全般的な管理事務にかかる経費

民　生　費 1,103,998
児童福祉・障害者への福祉サービスや老人
福祉の増進、保育所や保健福祉センターの
管理・運営などの事務・事業にかかる経費

衛　生　費 992,559
保健衛生、ごみ処理など、安全で衛生的な
生活のためにかかる経費

労　働　費 69,155 労働者への貸付等にかかる経費

農林水産業費 643,931
農業委員会の運営や農林水産業の施設整
備、振興にかかる経費

商　工　費 223,832
中小企業の振興育成・雇用促進、観光振興
にかかる経費

土　木　費 397,055
道路・橋・河川・町営住宅の管理や都市計
画などにかかる経費

消　防　費 260,150 消防署や防災無線にかかる経費

教　育　費 839,417
小中学校の管理・運営、増改築や総合体育
館等の管理運営、社会教育、学校給食にか
かる経費

災害復旧費 20,313
台風などの災害が発生した場合にその被害
の復旧にかかる経費

公　債　費 716,749 地方債の元金及び利子の支払にかかる経費

合　　計 6,381,144

議会費 1.5％

総務費
 16.0％

民生費
 17.3％

衛生費
 15.6％

公債費
 11.2％

教育費
 13.2％

労働費 1.1％

農林
水産業費
 10.0％

商工費 3.5％

土木費
 6.2％

消防費 4.1％

災害復旧費 0.3％

事　業　名 事　業　内　容 歳入(千円) 前年度との
差額(千円) 歳出(千円) 前年度との

差額(千円)

診療所事業 東部診療所・丹生診療所の運営などを行
うための会計です。 149,267 10,697

(7.7％増) 148,874 10,304
(7.4％増)

国民健康保険事業 自営業の方や退職者などの医療費などを給付するための会計です。 1,169,386 72,501
(6.6％増) 1,083,979 　30,246

(2.9％増)

老人医療事業 75歳以上の高齢者などの医療費を給付
するための会計です。 1,456,328 15,699

(1.1％増) 1,446,633 6,214
(0.4％増)

介護保険事業 介護保険給付のための会計です。 733,610 28,783
(4.1％増) 681,265 18,402

(2.8％増)

簡易水道事業 簡易水道施設の整備・管理を行うため
の会計です。 55,025 ▲26,250

(32.3％減) 49,025 ▲27,612
(36.0％減)

集落排水処理事業 集落排水処理施設の整備・管理を行うための会計です。 181,496 92,669
(104.3％増) 181,318 92,710

(104.6％増)

公共下水道事業 公共下水道施設の整備・管理を行うため
の会計です。 1,034,407 ▲101,431

(8.9％減) 1,034,045 ▲101,425
(8.9％減)

－ 3 －

歳　出歳　出

６３億８,１１４万４千円６３億８,１１４万４千円

特別会計　
特定の事業を行うために
個別の会計を設置して経理
する会計のことを言います。



区　分 住民基本台帳人口 歳出額(A) 人件費(B) 人件費率(B/A)

16年度 11,379人 6,289,518千円 1,608,338千円 25.6％

区　分 職員数
給　　与　　費 1人あたり

給与費給与 職員手当 計

16年度 226人 703,836千円 408,525千円 1,112,361千円 4,922千円

区　　分 金　額

一般行政職
大学卒 159,700円

高校卒 138,400円

技能労務職 高校卒 135,600円

区　分 6月期 12月期 計

期末手当 1.4月分 1.6月分 3.0月分

勤勉手当 0.7月分   0.75月分   1.45月分

区　分 内　　容

扶 養 手 当
配偶者　13,000円
その他2人目まで　6,000円　3人目以降　5,000円

住 居 手 当
世帯主である職員に自宅の新築・購入から5年間2,500円(月額)
借家12,000円を超える家賃の額に応じ、最高27,000(月額)まで

通 勤 手 当 通勤距離2㎞以上で距離に応じて2,000円から24,500円まで

時間外勤務手当
勤務時間を超えて働いたときに支給
平成16年度支給総額　15,670千円(水道、下水道事業を除く)

特殊勤務手当
著しく危険、不快、不健康または困難な勤務を要した場合に支給
平成16年度支給総額　6,313千円(水道、下水道事業を除く)

区　分 町 　長 助　　役 収 入 役 教 育 長 議　　長 副  議  長 議　員

給料･報酬月額 870,000円 670,000円 630,000円 575,000円 300,000円 245,000円 235,000円

期末手当月数 3.3月分 3.3月分 3.3月分 3.3月分 3.1月分 3.1月分 3.1月分

区　　分 平 均 給 料 額 平 均 年 齢

一般行政職 292,000円 38歳6か月

技能労務職 241,600円 50歳6か月

区　　分 平成15年 平成16年 平成17年

ラスパイレス指数 91.3 91.0 90.6

区　分 職　員　数 対前年
増減数部　門 平成16年度 平成17年度

一

般

行

政

議　会 3 3
総　務 36 37 1
税　務 10 10
農　水 13 13
商　工 11 9 ▲２
土　木 16 16
民　生 76 74 ▲2
衛　生 19 17 ▲2
小　計 184 179 ▲5

特
別
行
政

教　育 42 40 ▲2
警　察
消　防
小　計 42 40 ▲2

合　計 226 219

公
営
企
業
等

病　院
水　道 5 5
交　通
下水道 7 6 ▲1
その他 5 5
小　計 17 16 ▲1

総　合　計 243 235 ▲8

区　分 平成15年度 平成16年度 平成17年度

職　員　数 248人 243人 235人

対前年増減数 3 ▲5 ▲8

－ 4 －

町職員の給与と職員数の状況
　　についてお知らせします

　町職員の給与と職員定員の管理については、住民の皆さ
んのご理解とご協力を得ながら、その適正化を進めていく
ことが必要です。
　町職員の給与などについては、給与条例や町議会におけ
る予算の審議を通じて、すでに公表されていますが、町民
の皆さんにより一層ご理解いただくため、現在の町職員の
給与と定員の管理の状況についてお知らせします。

●人件費の状況(普通会計予算)人口は平成17年4月1日現在

●職員給与費の状況(普通会計予算)

●職員の初任給の状況(平成18年1月1日現在)

●期末・勤勉手当(平成17年度支給割合)

●職員手当(平成17年度分)

●特別職の報酬等の状況(平成17年度分)

●職員の平均給料月額及び平均年齢の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　(平成17年4月1日現在)

●ラスパイレス指数

●部門別職員数の状況(平成17年4月1日現在)

●年次別職員数(実績)の状況

期末手当は給料･報酬月額に役職加算を乗じたものを基礎額とします。
※上記の公表金額は、税や各種保険料等を引く前の金額で、いわゆる手取り額ではありません。

※特別職及び公営企業等会計部門を除く

※普通会計とは、一般会計に診療所会計を加えたものです

※国の給料を100とした場合における美浜町の給料の指数

条例に定められている職員定数は250人



－ 5 －

美
浜
１
号
機

美
浜
２
号
機

美浜発電所の状況　

定
格
熱
出
力
一
定
運
転
中

（
平
成
17
年
3
月
29
日
〜
）

美
浜
３
号
機

配
管
取
替
状
況
の
確
認

　今回の報告では、12月16日から1月15日まで
の美浜発電所の状況についてお知らせします

　

事
故
に
よ
り
停
止
中

（
第
21
回
定
期
検
査
中
）

　

国
（
経
済
産
業
省
原
子
力
安
全
・
保

安
院
）
は
、
平
成
16
年
８
月
に
発
生
し

た
２
次
系
配
管
破
損
事
故
に
伴
い
、
事

故
部
位
周
辺
の
配
管
に
つ
い
て
、
技
術

基
準
に
適
合
す
る
よ
う
工
事
等
を
行
い
、

同
基
準
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
が
確
認

で
き
る
ま
で
、
美
浜
３
号
機
の
使
用
を

一
時
停
止
す
る
よ
う
命
じ
て
い
ま
し
た

が
、
昨
年
12
月
５
日
に
一
時
使
用
停
止

命
令
の
解
除
（
広
報
１
月
号
掲
載
）
を

行
い
ま
し
た
。

　

町
で
は
、
12
月
20
日
の
町
議
会
全
員

協
議
会
に
、
保
安
院
の
前
田
地
域
原
子

力
安
全
統
括
管
理
官
を
招
請
し
、
３
号

機
配
管
取
替
工
事
に
つ
い
て
、
一
時
使

用
停
止
命
令
の
解
除
に
至
っ
た
経
緯
や

国
と
し
て
の
見
解
に
つ
い
て
説
明
を
受

け
ま
し
た
。

　

町
と
し
て
は
、
配
管
の
取
替
工
事
に

つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
か
ら
現
場
で
の
立

会
い
や
関
西
電
力
㈱
か
ら
の
報
告
等
に

よ
り
逐
次
確
認
を
行
っ
て
き
た
こ
と
、

ま
た
今
回
示
さ
れ
た
国
の
見
解
や
県
の

原
子
力
安
全
専
門
委
員
会
（
委
員
長
・

中
川
福
井
大
学
工
学
部
長
）
の
見
解
を

町議会全員協議会で国の見解を説明する前田統括管理官

　

定
格
熱
出
力
一
定
運
転
中

（
平
成
17
年
12
月
６
日
〜
）

踏
ま
え
れ
ば
、
配
管
の
取
替
え
工
事
は
、

計
画
通
り
に
施
工
さ
れ
、
技
術
的
に
は

復
旧
さ
れ
た
も
の
と
評
価
す
る
と
の
見

解
を
、
議
会
全
員
協
議
会
の
場
で
山
口

町
長
か
ら
表
明
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
同
日
、
美
浜
発
電
所
主
復
水

配
管
修
繕
工
事
に
係
る
刻
印
打
ち
替
え

問
題
（
広
報
１
月
号
掲
載
）
に
つ
い
て

の
調
査
結
果
や
再
発
防
止
対
策
に
つ
い

て
、
関
西
電
力
㈱
と
三
菱
重
工
業
㈱
を

招
請
し
、
説
明
を
受
け
る
と
と
も
に
、

保
安
院
か
ら
、
両
社
か
ら
出
し
た
調
査

結
果
や
再
発
防
止
対
策
に
関
し
て
、
お

お
む
ね
妥
当
と
す
る
評
価
結
果
に
つ
い

て
説
明
を
受
け
ま
し
た
。

　

町
と
し
て
も
、
今
後
の
再
発
防
止
対

策
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
、
国
や
県
と

と
も
に
厳
格
に
確
認
を
し
て
い
き
ま
す
。

　

12
月
28
日
、
二に
か
い階
経
済
産
業
大
臣
に

よ
る
美
浜
発
電
所
の
視
察
が
行
わ
れ
、

原
子
力
Ｐ
Ｒ
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
大
臣

と
山
口
町
長
、
永
田
町
議
会
議
長
等
と

の
会
談
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
会
談
で
は
、
町
か
ら
災
害
発
生

当
時
の
状
況
に
つ
い
て
の
説
明
を
行
う

と
と
も
に
、
敦
賀
半
島
や
周
辺
の
避
難

道
路
整
備
、
風
評
被
害
の
払
拭
、
電
源

三
法
交
付
金
制
度
と
地
域
振
興
に
つ
い

て
の
意
見
交
換
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

経
済
産
業
大
臣
が
発
電
所
視
察美浜発電所を視察した後、原子力ＰＲセンターで

　　　　会見を行う二階経済産業大臣（前列中央）



議会ニュース
平成１７年
第８回 美浜町議会定例会
平成１７年
第８回 美浜町議会定例会　平成１７年第８回美浜町議会定例会が１２月９日

から２０日まで開会され、次の内容について審議・
議決されました。

● 一般会計（第５号）
  歳入歳出予算にそれぞれ24,807千円が追加され、歳入
歳出予算の総額がそれぞれ6,934,235千円になりました。

予算の款 今回の補正額（千円） 増減 主な補正事由

議　会　費 △２，０４８ 減額  報酬・職員手当等の減 他

総　務　費 △３，４６５ 減額  職員人件費減、光熱水費減、修繕料増 他

民　生　費 １３，１０４ 増額  職員人件費減、障がい者グループホーム事業扶助費増、児童手当増、母子家庭等医療費助成事業増 他

衛　生　費 △１０９ 減額
 職員人件費減、診療所事業・公共下水道事業・集落排水処理事業への繰出金減、
 簡易水道事業への繰出金増、修繕料増

農林水産業費 ２３，４４５ 増額
 職員人件費減、有害獣侵入防止柵設置事業補助金増、快適でふれあいのある集落整備事業補助金増、
 中山間地域総合整備事業（一般型）委託料増、松くい虫被害特別対策事業委託料増、
 県単小規模荒廃治山事業費増、大型クラゲ防除改良支援事業補助金増 他

商　工　費 ４５ 増額  職員人件費減、燃料費増

土　木　費 △１，８５０ 減額  職員人件費減、アスベスト分析手数料増、道路新設改良事業増

消　防　費 △６，６７７ 減額  敦賀・美方消防組合負担金減

教　育　費 ２，３６２ 増額  職員人件費減、備品購入費増、町民広場管理費増 他
合 　　計 ２４，８０７ 増額

●平成 16年度の一般会計・特別会計の決算が認定されま
した。（詳細は２・３ページ）

● 特別会計
・診療所事業（第２号）
歳入歳出予算からそれぞれ 255千円が減額され、歳入歳出予算の総額がそれぞれ 154,215 千円になりました。

予算の款 今回の補正額（千円） 増減 主な補正事由
保険給付費 ５４，５８２ 増額  一般被保険者療養給付費・療養費・高額療養費増、葬祭費増

　・国民健康保険事業（第２号）
歳入歳出予算にそれぞれ 54,582 千円が追加され、歳入歳出予算の総額がそれぞれ 1,168,280 千円になりました。

予算の款 今回の補正額（千円） 増減 主な補正事由

総　務　費 △３９２ 減額  職員人件費減

補正予算 平成16年度歳入歳出決算の認定

　・介護保険事業（第２号）
歳入歳出予算からそれぞれ 392千円が減額され、歳入歳出予算の総額がそれぞれ 792,580 千円になりました。

予算の款 今回の補正額（千円） 増減 主な補正事由

総　務　費 △２５５ 減額  職員人件費減

　・集落排水処理事業（第１号）
歳入歳出予算からそれぞれ 3,889 千円が減額され、歳入歳出予算の総額がそれぞれ 221,112 千円になりました。

予算の款 今回の補正額（千円） 増減 主な補正事由

農業集落排水
処理施設建設費 △３，８８９ 減額  職員人件費減

　・簡易水道事業（第２号）
歳入歳出予算にそれぞれ 1,960 千円が追加され、歳入歳出予算の総額がそれぞれ 84,883 千円になりました。

予算の款 今回の補正額（千円） 増減 主な補正事由

事　務　費 △４０ 減額  職員人件費減

新庄簡易水道管理費 ２，０００ 増額  修繕料増

　・公共下水道事業（第２号）
歳入歳出予算からそれぞれ 80千円が減額され、歳入歳出予算の総額がそれぞれ 1,036,306 千円になりました。

予算の款 今回の補正額（千円） 増減 主な補正事由

公共下水道事業費 △８０ 減額  職員人件費減

予算の款 今回の補正額（千円） 増減 主な補正事由

上水道事業費用 ７２４ 増額  職員人件費増、消費税増

　・上水道事業（第１号）
収益的収入及び支出にそれぞれ724千円が追加され、収益的収入は144,304千円に、収益的支出は136,516千円になりました。
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